
公告第　140　号　

入　札　公　告

次のとおり一般競争入札に付します。

令和８年　１０月１４日

契約担当官

航空自衛隊西部航空警戒管制団

会計隊長　　濵﨑　祥幸

　本工事は、現場閉所により週休２日を確保する「完全週休２日制工事（土日）」の試
行対象工事である。

１　工事概要

 (1)　工 事 名　隊舎汚水配管更新工事

 (2)　工事場所　航空自衛隊福江島分屯基地

 (3)　工　　期　契約締結日～令和９年３月３１日

 (4)　本工事は、工事費内訳明細書の提出を義務付ける工事である。

 (5)　見積参考資料の交付について
　　入札説明書に記載された「指定品目」に該当する工事については、一般競争参加資
  格確認申請書を提出し、競争参加資格があると認められたものに対し、入札書の提出
  期限の６日前（行政機関の休日を除く。）までに見積参考資料を交付する試行工事で
　あるため申し出るものとする。

 (6)　単品スライドの「特例措置」について
　　指定品目については、契約後に建設工事請負契約書第２７条第５項（単品スライド）
　による請求があった場合、１品目としてスライド判定を行う（「特例措置」）ものと
　する。

２　競争参加資格

 (1)　予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。） 第70条
　　及び第71条の規定に該当しない者であること。

 (2)　防衛省における令和７年、８年度一般競争（指名競争）参加資格（以下「防衛省
　　競争参加資格」という。）のうち、「管工事」で級別の格付けを受けていること。
　　（会社更生法（平成14年法律第154号） に基づき更生手続開始の申立てがなされて
　　いる者又は民事再生法（平成11年法律第225号） に基づき再生手続開始の申立てが
　　なされている者については、手続開始の決定後、再度級別の格付けを受けているこ
　　と。）

 (3)　会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基
　　づき再生手続開始の申立てがなされている者 （(2)の再度級別の格付けを受けた者
　　を除く。）でないこと。

 (4)　防衛省競争参加資格の「管工事」に係る等級（防衛省競争参加資格の資格審査結
　　果通知書（以下「資格審査結果通知書」という。）の記３の等級）が、Ｃ等級以上
　　であること。



 (5)　一般競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）、申請書記載の競争参
　　加資格確認資料（以下「資料」という。）及び資格審査結果通知書の提出期限の日
　　から開札の時点までの期間に、防衛省のいずれかの地方防衛局長又は地方防衛支局
　　長（長崎防衛支局長を除く。）から、工事請負契約等に係る指名停止等の措置要領
　　について（防整施（事）第150号28.3.31）に基づく指名停止を受けていないこと。

 (6)　入札に参加しようとする者との間に資本関係又は人的関係がないこと。

 (7)　都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよ
　　う要請があり、当該状態が継続している有資格業者でないこと。

 (8)　情報保全に係る履行体制について懸念が存在する者又は業務従事者若しくは親会
　　会社等の国籍その他これに類するものが、発注者との契約に違反する行為を求めら
　　れた場合に、これを拒む権利を実効性をもって法的に保証されない国又は地域に該
　　当する者及び国連安保理決議において労働許可を提供しないことが決定されている
　　国又は地域に該当する者は入札参加を認めない。

[(9)は、請負金額が4500万円以上（建築一式9000万円以上）の場合に適用する。]

 (9)　次の基準を全て満たす監理技術者又は主任技術者（以下「監理技術者等」という。
　　）を当該工事に専任で配置できること。

　　ア　一級建築士又はこれと同等以上の資格を有する者である。【建築工事の場合】

　　イ　過去１５年の間に同類と認める工事の経験を有する者である（原則、着工から
　　　完成まで従事している。）

　　　　なお、当該経験が平成13年12月25日以降に完成した防衛省発注機関（旧防衛施
　　　設局及び旧防衛施設支局を含む。）の発注した工事に係るものにあっては、評定
　　　点合計が65点未満のものを除く。また、経験が工事成績相互利用登録機関が発注
　　　した工事で工事成績評定相互利用対象工事に該当するものである場合は、工事成
　　　績の評定点が65点未満のものを除く。

　　ウ　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す
　　　る者である。

　

３　入札手続等

 (1)　担当部隊等

　　　〒８１６－０８０４　福岡県春日市原町３－１－１

　　　航空自衛隊西部航空警戒管制団（春日基地）会計隊契約班　　担当　永塚

　　　TEL　０９２－５８１－４０３１（内線２８９６）

　　　FAX　０９２－５７１－５５９４

 (2)　入札説明書等の交付

　　ア　交付期間

　　　　令和８年１０月１４日から令和８年１０月２７日まで（行政機関の休日に関す
　　　る法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。）
　　　の毎日、午前８時１５分から午後５時００分

　　イ　交付場所

　　　　３(1)に同じ

　　ウ　交付種類

　　　　入札説明書、仕様書、申請書、資料、その他、契約担当官が必要と認めるもの

　　エ　交付方法

　　　　春日基地ホームページ掲載

　



 (3)　申請書及び誓約書、資料並びに資格審査結果通知書の提出期限等

　　ア　提出期限

　　　　令和８年１０月２７日　午後５時００分

　　イ　提出方法

　　　　持参又は郵送（書留郵便に限る。）若しくは託送（書留郵便と同等のものに限
　　　る。）（以下「郵便等」という。）する。

 (4)　入札書等の提出期限等

　　ア　提出期限

　　　　令和８年１１月２０日　午後５時００分

　　イ　工事費内訳明細書の提出

　　　　工事費内訳明細書についても、入札書と同時に提出するものとする。

　　ウ　提出方法

　　　　持参又は郵送等

　

　　※　入札書及び工事費内訳明細書を各々封筒に入れて封かんし、入札書を入れた封
　　　筒の表に「入札書在中」と朱書きする。さらにこれらを１つの封筒に入れて封か
　　　んし、封筒の表に工事名、開札日時及び商号又は名称を記載の上、提出する。ま
　　　た、一般競争参加資格確認通知書（入札説明書第７項第７号に示すもの）又はそ
　　　の写しを提出する。

 (5)　開札の日時及び場所

　　ア　日時　令和８年１１月２６日　午後１３時３０分

　　イ　場所　航空自衛隊春日基地会計隊入札室

４　その他

 (1)　手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨に限る。

 (2)　入札保証金

　　　免除

 (3)　契約保証金

　　　免除。ただし、落札者は、公共工事履行保証証券又は履行保証保険契約に係る証
　　券による保証（引き渡した工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合し
　　ないもの（以下「契約不適合」という。）である場合において当該契約不適合を保
　　証する特約を付したものに限る。）を付するものとする。この場合の保証金額は、
　　請負代金額の10分の１（予決令第８６条の調査を受けた者との契約については10分
　　の３）以上とする。

 (4)　入札の無効　次の掲げる入札は無効とする。

　　ア　本公告に示した競争参加資格のない者のした入札

　　イ　申請書、資料を含む提出書類に虚偽の記載をした者のした入札

　　ウ　入札に関する条件に違反した入札



 (5)　落札者の決定方法

　　　予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格
　　をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入
　　札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそ
　　れがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序
　　を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価
　　格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札し
　　た者を落札者とすることがある。

 (6)　落札者となるべき者の入札価格が予決令第85条の規定に基づいて作成された基準
　　（以下「調査基準価格」という。）を下回っている場合は、予決令第86条の調査（
　　以下「低入札価格調査」という。）を行うので、協力しなければならない。

 (7)　入札後、契約を締結するまでの間に、都道府県警から暴力団関係者として防衛省
　　が発注する工事等から排除するよう要請があり、当該状態が継続している有資格者
　　とは契約を行わない。

 (8)　契約書作成の要否

　　　要

 (9)　適用する契約条項

　　　本工事は、航空自衛隊標準契約条項建設工事請負契約条項、適用契約条項及び暴
　　力団排除に関する特約条項を適用する。

　

(10)　資料のヒアリングを行う場合がある。

(11)　関連情報を入手するための照会窓口

　　　３(1)に同じ。

(12)　競争参加資格の級別の格付を受けていない者の参加

　　　上記２(2)に掲げる競争参加資格の級別の格付を受けていない者も上記３(3)によ
　　り申請書及び資料を提出することができるが、競争に参加するためには、開札の時
　　において当該資格の格付を受け、かつ、競争参加資格の確認を受けていなければな
　　らない。

[(13)アは、請負金額が4500万円以上（建築一式9000万円以上）の場合に適用する。]

(13)　配置予定監理技術者の確認

　　ア　落札者決定後、配置予定の監理技術者の専任制違反の事実が確認された場合、
　　　契約を結ばないことがある。

　　イ　種々の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、配置予定技術
　　　者の変更を認めない。

[(14)は、請負金額が4500万円以上（建築一式9000万円以上）の場合に適用する。]

(14)　専任の監理技術者の配置が義務付けられている工事において、調査基準価格を下
　　回った価格をもって契約する場合においては、監理技術者とは別に同等の要件を満
　　たす技術者の配置を求めることがある。

(15)　詳細は、入札説明書(工事）による。



契約担当官
航空自衛隊西部航空警戒管制団

会計隊長　濵﨑　祥幸 殿 代 理 人 氏 名

工期 契約締結日～令和9年3月31日 工事場所 航空自衛隊福江島分屯基地

入　 札　書

　　　　　　　　　　　　令和８年１１月２６日

申 込 者 住 所

会 社 名

代 表 者 職 位 氏 名

備    考

隊舎汚水配管更新
工事 仕様書のとおり 式 1

品  名（ 件 名 ） 規　　　　　格 単 位 数 量 単  価 金     額

以下余白

入　 札　 金 額 ￥

備　　　考（辞退理由等）

貴通知・公告に対し、入札心得・契約条項等承知のうえ、上記のとおり提出します。



　当社は、　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、下記の入札並びに

見積に関する一切の権限を委任します。

件　　名

　　代理人使用印鑑

契約担当官 　

会計隊長 濵﨑　祥幸 　　　殿

住　　　所

会　社　名

代 表 者 名

航空自衛隊西部航空警戒管制団

委　任　状

記

隊舎汚水配管更新工事

令和8年11月26日



 

  

 

１ 工事件名 

   隊舎汚水配管更新工事 

 ２ 工事場所 

   航空自衛隊 福江島分屯基地 

 ３ 工  期 

   契約締結日 から 令和９年３月３１日 

 ４ 工事概要 

   本工事は、福江島分屯基地内における隊舎汚水配管の更新工事を

行うものである。 

 ５ 仕様 

本工事の施工にあたっては、公共建築工事標準仕様書（機械設備 

工事編）及び公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）によ 

るほか、本仕様書及び関係法令を遵守し施工するものとする。 

尚、本仕様書に明記なき事項であっても、技術的及び取り合わせ 

上、実施すべき事項については、監督官と協議のうえ請負者の負担 

において実施するものとする。 

  ６ 特記事項 

 （１）工事内容・規格・数量等（細部は図面を参照） 
     

工  種 名  称 単位 数量 規格・寸法 

仮設 

養生 ㎡ 38.14 個別改修 

整理清掃後片付け ㎡ 38.14 個別改修 

内部仕上げ足場 ㎡ 18.50 一般 

仮設資材運搬 ㎡ 38.14 ４ｔダンプ 

 

 

 

 

 

工  種 名  称 単位 数量 規格・寸法 

撤去工事 

鋳鉄管 ｍ 1.0 40A  

鋳鉄管 ｍ 2.6 50A 

鋳鉄管 ｍ 1.8 65A 

鋳鉄管 ｍ 9.6 75A 

鋳鉄管 ｍ 8.8 100A 

鋼管 ｍ 17.1 50A 

鋼管 ｍ 2.7 80A 

鋼管 ｍ 12.6 100A 

排水トラップ 個 2 50A 

満水試験継手 個 1 100A 

Ｕトラップ 個 2 50A（鋳鉄製） 

保温材 40A ｍ 0.5 ロックウール保温筒 

保温材 50A ｍ 3.5 ロックウール保温筒 

保温材 65A ｍ 0.9 ロックウール保温筒 

保温材 75A ｍ 4.8 ロックウール保温筒 

保温材 100A ｍ 7.3 ロックウール保温筒 

換気扇 個 2 埋込型（再使用） 

縁石ブロック ｍ 1 W600（再使用） 

 工事完成後要返却、工事関係者以外 
の図面複製貸出及び閲覧不許可 

班長 
企画 
係長 係長 担当 

工事 
件名 隊舎汚水配管更新工事 

図面 
番号 ９枚の内１ 

伊川 田中 山本 山本 

図面 
名称 仕様書 

縮 尺 

 

福 江 島 分 屯 基 地 令和８年９月１日 

 

仕  様  書 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工  種 名  称 単位 数量 規格・寸法 

 

照明 個 2 露出型40W×1灯 （再使用） 

照明 個 1 露出型40W×2灯 （再使用） 

照明 個 1 白熱灯20W（再使用） 

照明 個 1 蛍光灯20W（再使用） 

火災報知器 個 1 定温式１種（再使用） 

吊戸棚  台 1 
H500×W1200×D380 

（再使用） 

天井点検口  箇所 3 □450（再使用） 

天井ボード ㎡ 17.39 シージング石膏ボード 

機械設備 

工  事 

汚水排水管 ｍ 1.0 VP 40A 

汚水排水管 ｍ 7.0 VP 50A 

汚水排水管 ｍ 1.8 VP 65A 

汚水排水管 ｍ 9.6 VP 75A 

汚水排水管 ｍ 21.4 VP 100A 

通気管 ｍ 12.7 VP 50A 

通気管 ｍ 2.7 VP 75A 

排水トラップ 個 4 50A（塩ビ製） 

ＭＤ継手 個 8 50A 

ＭＤ継手 個 4 75A 

ＭＤ継手 個 1 100A 

満水試験継手 個 1 100A 

根切埋戻し ㎥ 1.83 埋設配管 

配管貫通孔 箇所 1 φ125 厚200 

換気扇 個 2 埋込型（再使用） 

縁石ブロック ｍ 1 W600（再使用） 

配管保温 ｍ 3.8 50A 

配管保温 ｍ 2.7 75A 

配管保温 ｍ 4.4 100A 

工  種 名  称 単位 数量 規格・寸法 

電気工事 

照明 個 2 露出型40W×1灯 （再使用） 

照明 個 1 露出型40W×2灯 （再使用） 

照明 個 1 白熱灯20W（再使用） 

照明 個 1 蛍光灯20W（再使用） 

火災報知器 個 1 定温式１種（再使用） 

建  築 

内装改修 

吊戸棚  台 1 
H500×W1200×D380 

（再使用） 

天井点検口 箇所 3 □450（再使用） 

天井ボード ㎡ 17.39 シージング石膏ボード 

天井廻り縁 ｍ 23.1 塩ビ製 

シーリング ｍ 25.6 変成シリコン 

ＥＰ塗装 ㎡ 17.39 天井ボード面 

発生材運搬 
廃ボード類 ｔ 0.12  

廃保温材 ㎥ 0.26  

産廃処分 
廃ボード類 ｔ 0.12  

廃保温材 ㎥ 0.26  

その他 

仮設トイレ 

運搬、設置含む 
式 1 洋式５台 

汲み取り 式 1 洋式５台 

工事 
件名 隊舎汚水配管更新工事 

図面 
番号 ９枚の内２ 

図面 
名称 仕様書 

縮 尺 

 

福 江 島 分 屯 基 地 令和８年９月１日 

工事完成後要返却、工事関係者以外 
の図面複製貸出及び閲覧不許可 



 

（２）施工条件 

ア 本工事に使用する材料は、表記に記載されている規格同等品 

以上の物を使用するものとする。 

イ 仮設トイレは、強風対策を講じるものとし、横倒し等が起こ

らないように設置するものとする。 

 ウ 請負者は、配管施工終了後配管の漏洩検査を実施すること。 

エ 仮設トイレの汲取りは、都度便槽を確認し、蓄積されていた 

ならば汲取りを実施するものとする。 

７ 一般共通事項 

（１） 本工事は、完全週休２日制工事（土日）の施行対象工事であ 

る。 

（２） 週休２日の考え方 

ア 完全週休２日（土日）とは、対象期間の全ての週において、 

原則として土曜日及び日曜日を現場閉所（現場休息）を行った 

と認められる状態をいう。ただし、対象期間の日数が７日に満 

たない週においては、当該週の土曜日及び日曜日の合計日数以 

上の現場閉所（現場休息）を行っていれば、達成しているとみ 

なす。また、土曜日又は日曜日に現場作業を行うこととされて 

いる場合は、受発注者間で協議した上で、当該曜日に代わる曜 

日を現場閉所日（現場休息日）に指定するものとする。 

月単位の週休２日とは、対象期間内における全ての月で現場 

閉所（現場休息）日数の割合が２８.５％（８日/２８日）以上 

の水準に達する状態をいう。ただし、暦上の土曜日及び日曜日 

の日数の割合が２８.５％に満たない月においては、当該月の土 

曜日及び日曜日の合計日数以上の現場閉所を行っている状態を 

いう。 

通期の週休２日とは、対象期間において、２８.５％（８日/ 

２８日）以上の現場閉所（現場休息）を行ったと認められるこ 

とをいう。 

 

 

なお、降雪、出水期、猛暑日等による予定外の現場閉所につい 

ても、現場閉所日数に含めるものとする。 

イ 対象期間は、工事着手日から工事完成日までの期間とする 

が、そのうち、年末年始６日間及び夏季休暇３日間、工事製作 

のみの期間、工事全体の一時中止期間、受注者の責によらず現 

場作業を余儀なくされる期間などは含まない。 

ウ 現場閉所日とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上 

必要な作業を行う場合を除き、１日を通して現場及び現場事務 

所が閉所された日をいう。 

（３）現場閉所実績報告書 

   受注者は、毎月末までに現場閉所実績報告書を作成し、翌月 

１０日までに監督官へ提出するものとする。ただし、工事完成 

月については、監督官が指定する日までに現場閉所実績報告書 

を提出するものとする。 

（４）現場閉所の達成状況及び精査 

対象期間における全ての週において完全週休２日（土日）が達 

成できていない又は月単位の週休２日が達成できていない場合 

は、補正した労務費（公共工事設計労務単価、電気通信技術 

者、電気通信技術員及び機械設備据付工）、現場管理費及び市場 

単価等を、請負代金額の変更により減額するものとする。 
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（５）請負者は、工事に関し疑義が生じた場合は、監督官を通じ、 

契約担当官と協議するものとする。 

（６）本工事の施工にあたって、既存の施設部分については、損傷

を与えないよう実施するものとする。万一損傷を与えた場合に

は請負者は、責任をもって現状にならい修復するものとする。 

（７）施工後に検査が困難な箇所を施工する場合、その工程が終了

した時点において、「中間検査」を実施するものとする。 

（８）使用材料は、ＪＩＳ規格証明書もしくは製品証明書、出荷証

明書及び試験合格書等を提出するものとし、現場搬入時におい

て監督官立会いのもと材料検査を受けるものとする。 

（９）工事写真の撮影及び作成要領は、国土交通省大臣官房官庁営 

繕部監修「営繕工事写真撮影要領」及び「営繕工事写真作成要

領」を参考に整理するものとする。 

（10）発生材において、官側に引き渡すものについては指定された

場所に分類し集積するものとし、発生材調書を監督官に提出す 

るものとする。 

（11）産業廃棄物は、請負者の責任において関係法令に従い適正に

処分し、産業廃棄物管理票（Ｄ票、最終処分の場合はＥ票も併 

せて）速やかに提出するものとする。 

８ 管理事項 

（１）請負者は、工事関係書類、パソコン及び可搬記憶媒体につい 

て適切な管理を行い、情報流出防止に万全を期するものとし以

下の事項を遵守すること。 

ア パソコン及び可搬記憶媒体を基地内に持ち込む場合には、 

事前に監督官に申し出て必要な処置を行うこと。 

   イ 工事関係書類の作成等で使用するパソコンは、ファイル交

換ソフトをインストールしていないものを使用すること。 

   ウ 設計図書等を工事関係者以外に貸出し、複写及び回覧をさ 

せてはならない。また、工事終了後、発注者により受領した 

図面等は返却し、パソコン内の工事に関するデータは速やかに 

 

消去すること。 

（２）請負者は、安全に十分留意するものとし、万一事故が発生し 

た場合は、請負者の責任において適切に処置すること。 

（３）請負者は、必要な資格を有した現場代理人及び主任技術者を 

   指名し、現場に常駐させ、その作業の監督指導を徹底させるこ

と。 

（４）施工体制台帳について、建設業法第２４条の７第１項の規定に 

基づき作成し、現場に備えると共に、写しを監督官に提出する。 

提出時期は工事着手前を原則とし、このほか施工体制の変更 

   時及び監督官が求めた時とする。 

（５）請負者は、基地の諸規則を遵守するものとする。 

（６）請負者は、工事場所及び監督官の指示する場所以外への立ち 

  入りを禁止する。 
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